

















































において、必修科目の体育の種目である剣道の実技を、信仰を理由に拒否したところ退学処分 たという事件である。高専が、信仰 配慮した「代替措置」を講ずるこ なく 信仰 反する剣道実技の実践に固執し ことが問題となったが、最高裁判所は、こ 退学処分は「考慮すべき事項を考慮しておらず、又は考慮された事実に対する評価が明白 合理性を欠き、そ 結果、社会観念上著しく妥当 欠く」として退学処分を取り消した。　
この事件では、退学処分という不利益の重さ、真摯な信仰を理由とする剣道実技の拒否、高専における剣道実技

































の制約が及ぶ場合、立法・行政府への敬譲を示し 緩やかな審査を行う判例法を形成してきた。具体的には、 「目的」と「手段」の間に合理的な関連性がある を中心に審査が行われてきた。他方、連邦議会は、信教の自由を重視し、これが規制されている場合には裁判所に「厳格審査」を行うことを求める法律を定めている。　
そのため、裁判所としては、連邦議会の考え方を受け入れて、信教の自由を重視する審査を行うべきか、それと
もこれまでに培ってきた判例法に則っ 審査すべきな か問題になる。このことは、単にいかなる審査方法がとられるべきか、という形式的な問題だけでなく、信仰を理由とする一般的義務の免除をいかに考えるかという実体の問題に関わり、更には、憲法問題に関して議会法と判例法が齟齬を来した場合、裁判所は ずれ 従って判断 下すべきかという問題も提起している。　
本稿では、これらについて連邦議会と最高裁の判断とがどのように影響し合いながら発展し、また、どこに課題













































































































ct of 2000 、以下「ＲＬＵＩＡＰ」という。 ）
に違反しているとして訴えを提起した。ＲＬＵ















































































所による救済を求め のに十分具体的である。しかも、本件では 修正 条の内容を更に具体化しているＲＬＵＩＡＰを根拠として、 「規則」の効力について議論している。もっとも ＲＬＵＩＡＰ自 が 修正一条 違反すことなく、その内容を具体化しているかについては、後に述べ ように大きな問題があるが、少なくとも本件では、 の連邦法律が有効であることを前提に、 「規則」についての検討がなされてい 。　
ところで、ＲＬＵＩＡＰは、刑務所 収容されている囚人の宗教行為を規制するために、次の要件を掲げてい
























すれば、少しでも確実な方法として ヒゲを認めないとの主張には、そ りの理由はあると思われる。しかし、この主張は 信教の自由擁護の観点から定められたＲＬＵＩＡＰの趣旨か は外れることになろう。　
また、最高裁は、最小限度の負担という観点から、過小包摂という考えを示している。一定の目的 達成 た






則」が定めるものと同等、又は より負担の少 い規制を指摘し、これ を 対象として ないこ を理由とし
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の違いを強調しつつ、一般人の行為への規制が許されてい 法律を、信仰 理由に違憲とするならば 無秩序な社会を招いてしまうことを懸念している。他方、オコナー裁判官は、内面の信条 外部的行為 区別に消極的であり、後者にも修正一条の保障が同様に及ぶと 、その上で、間接・付随的であっても、その行為への制約には 厳格審査が行われることを強調する。ただ、薬物の規制は「やむ やまれぬ政府利益」であり、その達成 ため 宗教上の儀式を含めた一般的・全面的規制が不可欠であることを認めて、合憲と　
これに対して、三名の反対意見は、本件で問題になっているのは、原告による、宗教儀式としてのペヨーテの使















































































































































連邦法律が、救済的または予防的であるためには 損害と手段と 間に調和・均衡が存在しなければならず 対
象とする法令等を禁止する手段をとるために 、それらに違憲の可能性が十分にあ







































で規制できるかという問題と 連邦議会が 州 よる信教の自由への制約 ど まで介入する権限が認められるか
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（22）391
という、信教の自由の内容、及び、連邦と州の垂直の権力分立の二つの問題が複雑にからみ合った事件で、判旨はやや分かりにくいが、最高裁は 主として後者の、連邦議会の権限 踰越という観点からＲＦＲＡが違憲であるとの結論を導き出して る。　
まず、修正一四条の文言を確認しながら、州は、合衆国市民に保障された修正一条の権利を侵害することはでき






ければならない。ここで問題になるのは、信教の自由によって保障され いる自由がど ような内容であり、いかなる場合に、この自由への侵害が生じているのかと うことである。最高裁は、こ 点について 判断を連邦議会に委ね こと 懸念を示した。も もこれ 許せば 連邦議会は、自由の意味とその権限 範囲とを自らが決定できることになり、憲法の至高性はないがしろとされてしまうとする。　
その結果、連邦法律が、信教の自由の内容を実体的に変更するのではなく、これを執行するにとどまっているの







































































































































































































an Services 、以下「ＨＨＳ」という。 ）
が定めた「規則」が問








































































には重い証明責任が政府に課せ ている とされている。すなわち、信教 自由への より制約が少ない手段が当事者により指摘されれば それが成り立たないことが政府 よって証明されなければならない、ということである。更に、一定の政府利益を守るためには、宗教活動への統一・完結した規制を行 うシステムが必要であり、もしも、裁判 おいて一つの例外 認めれば このシステムがほころび機能不全と ると主張するだけでは その弊害は「憶測」として退けられる傾向 あ よう 思われ　
こうした厳格審査の考え方が、ＲＦＲＡの解釈 して今後も定着していく か興味深いところであるが、連邦議




















































































































































































































証明されなければならない その理由は、憲法は、あ まで人権の防波堤であって、これへの規制をひとくくりにして裁判所の「敬譲」の対象とするなら、憲法は職員の仕事を効率よく遂行させるための青写真 なってしまう、と批判するのである。この厳格審査により 対象となる具体 な制限が、信教の自由にとって最小限であり、よ 制限的で い他の規制が存在していない をチェックしようとしている。しかし、その厳格さは、これらについての証明責任が被告側に転嫁されるべきことを求めるだけで、何が最小 規制であるのか、また、そうした規制が、いかなる理由から、現実にどこまで可能であるのかの考察は十分には行なわれていないようである。　
以上、この事件では、五対四と拮抗していたものの、監獄内における信教の自由制約にあたっては「目的」と



































































































合にも、その近親者または法定代理人が付き添う必要があった。元囚人も、囚人の近親者と て事前の許可を受けている場合以外には、リスト 載せられず、また 薬物乱用を繰り返した者は 聖職者と弁護士以外とは面会できないが、二年後には、所長の裁量 より、面会の権利を回復することができ 。　
更に、保安上最高度 危険囚人の場合には、非接触面会に限定されていた。接触面接の場合 は、限定的ながら


































このように最高裁は、面会規制において 行政 下した判断に裁判所が敬譲を示すべきこ 強調している。

































































































多数意見は、組合のリーダーがその影響力を誤用し、組合そのもの 破壊 な共同行為を う虞があるとする。
信教の自由への規制と審査基準〔宮原　均〕
（44）369






対立はあるものの、大まかな流れとしては、合理的関連性という緩やかな審査基準 基づいて 問題を解決しようということである。その理由は、監獄の長の有する専門知識 責任にかんがみ 裁判所はその判断に敬譲 示すべきであるということに尽きると思われる。　
在監者であっても自由の保障が及ぶ一方で、在監者への適法な身体拘束は、必然的に、一般人とは異なる自由へ
の制約をもたらし、その目的の達成のために その長の専門的知識に期待しなければなら こと ついては、最高裁において争いはない。対立があ は、長 専門知識 責任を 由として、その判断への包括的な敬譲を認め、合理的関連性の基準により審査を行ってよいか、ということである。　
裁判所が、長に対して包括的な敬譲を払ってしまうことは、在監者の自由を侵害する危険をはらみ、むしろ時・








た。最高裁の判例の流れは、監獄所長の判断に敬譲を示す、緩やかな審査基準により判断する傾向を示していると思われるが、こ 傾向もそ ほど確固たるものではなく、有力な反対意見を含みつつ、発展を続けていることは紹介したとおりである。他方、連邦議会は、審査基準に関して最高裁の多数 とは異なる考え方に基づく法律を定め、それが限定的ながらも最高裁によって違憲判決を受けると、再度、同様の厳格審査を求め 立法を行っている。　
裁判所は、判例法と連邦法律いずれに従って判断を下すべきであろうか。本来、憲法の人権保障及び裁判所の違
憲法令審査権は 政府権力による市民 自由への侵害・縮小を念頭に、これら 取消し・無効とすることが期待されていたところであろう。そこで、裁判所としては、自由を拡大す 方向の法律を憲法違反として無効とすることには、やや違和感が生ずるのではないか。また、議員 信教の自由 制約する方向よりも、これを拡張 立法を支持する方が大衆にアピールすると考え かもしれない。　
しかしながら、信仰の実践行為が他者に悪影響をもたらしうること、信仰を理由に一般的義務を免除することに
















































obbs, 135 S. C














See id. at 865.
（
4）　
See id. at 865-66.
（
5）　




elley v. Johnson, 425 U
.S. 238 （
1976 ）. この事件では、警察官の頭髪の長さや髪型の規制、ヒゲの禁止などが、修正一条
の表現の自由、修正一四条のデユー・プロセスを侵害すると主張されていた。多数意見は、修正一四条は実体的自由も保障するが、これに外観の自由が含まれるとした先例はないとし、他方、被告・郡は、市民の身体と安全を守るポリスパワーを有し、これに基づいて警察官の服装等に規制を加えることができる。裁判所は この郡の決定（手段）が、市民の安全等（目的）に合理的関連性を有しているかを審査するとし、結局、規制は有効であるとした。これに対して 二名 裁判官による反対意見は、外観選択の自由に関する先例が存在しないのは、この自由の存在に疑問の余地がないためであり、また、制服着用の警察官の髪型を自由したところで、警察官として市民が認識しづらくなるなど なく、従って 目的・手段と 間には合理的関連性は存在しないとする。この事件については 宮原均『日米比較
































































































































正当な州の利益に合理的に関連しているかのみを問題とする。また、正当 目的とは、不快又は不合理でないものであれば足りる。攻撃者は、政府がその目的を、恣意的又は不合理な方法で達成しようとしているこ を証明する負担を負う。この基準 下では、裁判所は政府行為 多大な敬譲 払い、攻撃者は勝訴するこ はめったにない
unlikely to succeed 。次に、中間的な基準は合
















































































































1997 ） ） 。そこで連邦




























































仰の自由の問題も、これらの議論の一部と考えられる。そこで、この点に関する最高裁の判例の流れを確認しておこう。最高裁は、比較的早い時期より 信仰と一般的義務の乖離について認識していた。そして、当初は、一般的義務の履行を優先する傾向があった。まず、信仰とそれに支え れた宗教行為 を区別し、後者への規制は許されうるとした。 夫多妻制が問題になったレイノルズ事件（一八七八年） （
R
eynolds v. U
nited States, 98 U
.S. 145 （
1878 ） ）において最高裁は、今日に至るまで、一夫多妻制が社
会にとって罪でなかったためしはないとし、法は 上の単なる信条や意見とは異なって、その実践行為には干渉しうるとする。例えば、宗教上、人間の「いけにえ」が必要であるとされ、夫が亡くなった際に、妻はその遺体を焼却する めの薪の上に横たわらなけれ ならないとすることを禁止することが政府 権限を超えてい とはだれも考えず（
see id. at 165-66 ） 、もしも、このこ
とを許してしまったら、宗教上 信条を国家の法よりも上位に据えるこ になり、全 の市民に、自分自身が法になることまで認めることに る、とし （
see id. at 167 ） 。 「いけにえ」と「一夫多妻」を宗教行為として同列に論じることには問題があると思わ



































see id. at 596 ） 。この事件では、自由の前提となる社会の
統一性が指摘され、そのためには人民の精神的な結束が必要であり、国旗はそのシンボルであることが強調されているが、時代背景が影響しているためか、個人 内面 自由と社会・人民意識の統一についてのバランスが、やや後者に傾い いるようにも思われる。ストーン裁判官の反対意見も、州 、子どもたちの最も深 宗教上 確信を侵害する感情を表現するよう 制しようとしている。この強制は、公教育に関する州権限の適切な行使として正当化される場合を除いて、個人の自由へ 侵害 して憲法上禁止されている とは否定できない、と批判している（
see id. at 601, Stone, J., dissenting ） 。しかし、徴兵等の国家の安全保障が問題
になると、信仰の自由への制約は認められ 傾向があ 。たとえは、徴兵等への良心的拒否を認める法律 適用範囲が問題になったジレット事件（一九七一年） （
G
illete v. U
nited States, 401 U
.S. 437 （
1971 ） ）では、当法律は、宗教的な儀式や行為に干渉する
ことを目的として ない。被告人 信仰にも される付随的な負担は 相当程度の政府利益によって厳格に正当化されてい 。軍事目的のために必要とさ マンパワーを確保すると 政府利益 憲法一条八節を根拠として連邦議会に認められているとしている（
see id. at 462 ） 。鈴木康彦『アメリカ憲法概説』 （二〇一二年、冬至書房）二五三頁も、最高裁は、軍隊における信教の自





親がこれらの行為を未成年者に許可するこ が禁止・処罰されていたところ 子に宗教 パンフレット 配布させ たことが問題となった。最高裁は、子の保護や養育はまず親 認められ、そ 主要 機能や自由を州 妨害するこ できないとしつつも、未成年者の福祉に関する一般的な利益を守 ために、州がパレンスパトリエとして 親の子 対 支配に制限 課すことも可能であるとする。そして、民主社会が継続していく は、未成年者が市民と 十分に成熟し健全な成長を遂げ こと 前提であり、これを阻害する害悪に対処す ことは、州のポリスパワー 範囲内である （





ならない。本件においては、こ 証明は全くなされてい い。宗教的な印刷物を配布する行為によってなんらかの害悪が生じてくるとの単 る可能性があるだけでは、信教の自由を制約するのに十分では い。親 その子に対する 教育が、そ 子に害悪をもたらすとの漠然とした可能性 責任を問われて らな とする（
see id. at 174-75, M
urphy, J., dissenting ） 。同様に、子の






者が、その子を第八学年終了後、公立又は私立の学校に通学させず、一六歳まで通学させること 求め 州法に違反したことが問題となった。この事件で最高裁は 州法は彼らの信仰 自由を侵害すると判断した まず、法律の執行により、彼ら 信仰の実践を破壊し いまで 、深刻 打撃をあたえてい とし 他方、政府が高校の義務教育 よっても ら 利益を アーミッシュはインフォーマル 職業教育を継続すると う 別 手段によって実施してきた。アーミッシュに例外を認める 、州によ 義務教育がもたらす利益にどのような悪影響を生じさせるか、一層具体的に証明する責任が 政府 生じている（
see id. at 234-36 ） 。逆
に、被告人は、たとえ一年ないし二年の義務教育を放棄しても、子の心身 健康 され 自律又は市民 ての義務 果たせなくなり また、社会福祉を実質的に損なうこ はならないこと ついて、納得のいく証拠によって示して るとした（
see id. at 
234 ） 。この事件では、信仰を理由に義務教育すべてが放棄されているのではなく、最後の二年ほどのみであり、この部分について
はアーミッシュ内部の教育活動によってその目的 達しうるとされ が重要 ある。こ 点 強調し るのが、ホワイト裁判官の同意意見（ブレナン スチュワート両裁判官加わる）であ 、義務教育 第九学年を終えたアーミッシュの子は、知的な面ではすでに問題なく 後 な 新しい学術的 スキル 習得できない状態ではない としている（
see id. at 238, 
W
hite, J., concurring, B
rennan and Stew
art, J.J. join. ） 。その一方でダグラス裁判官の反対意見は、親の信仰と子の信仰の自由とが




see id. at 242, D
ouglas, J., dissenting in part ） 。信仰を理由とする世俗的義務の不履行が問題となったものとして、日
曜閉店法に関する事件がある（この種の法律は、宗教的迫害を逃れて、アメリカの植民地にやってきた人々によって当初から制定された法律の一つであるとされる。
See N
ote, State Sunday L
aw
s and the R
eligious G



















裁は、宗教の実践 、間接的にのみ負担をかけ、その行為自体 違 としていない法律 無効とすることは、立法者の機能する領域を過酷に制限することになる した（
see id. at 606 ） 。すなわち、州がその権限内において一般的な法律を定めて規制を行ない、
その目的及び効果が州の世俗的 目 を促進する場合、宗教へ 間接的な負担が及んでも、州がそう 負担をかけない手段によって目的 達成することができないならば、有効であ と










教分離に違反して無効であるとしている。州法は、労働者の自らの選択する安息日に いっさい出勤しないとの絶対的な権利を認め、使用者又は他の労働者の利益や便宜を一切考慮していない。他のすべての利益を超えて、労働者の特定の安息日の遵奉という利益に 譲ることなき力点を置くことによって、この 律の主要な 果は、特定宗教を許されざる程度にまで助長しているとした（see id. at 709-10 ） 。更に、正当な失業に支払われる給付金に関して、安息日を理由とする欠勤がこれに該当するかの問題を生じ




















at 542 ） 。また、本条例は、宗教上の犠牲という、ごくわずかな動物殺害を規制対象としながら、宗教と無関係な多くの殺害につ
いてはその対象としていない点で過小包摂である、としている（
see id at 544-45 ） 。この事件について、バーグは、市は、公衆の
健康と動物へ 虐待防止と う利益に基づいて立法しているとし、最高裁は、これらが抽象的にはやむにやまれぬ利益であることを否定していないが、この条例のコンテクストにおいてはやむにやまれぬとは言えず、また、仮にそうであったとしても狭い言葉で定められて ないとした（
see B

















. S. at 878-79.
（
17）　








See id. at 883.
（
20）　



















See id. at 900-01.
（
26）　




See id. at 910-11.
（
28）　
See id. at 911-13.
（
29）　










































の信者であること、聖書を読み研究する を趣味としていることを会社に伝えていた。 かし、一年後、この部署が閉鎖されたため、戦車の回転式砲塔を製造する部署に異動することになった。彼は、武器の製造は信仰に違反すると主張したが、会社からは、武器製造とは無関係な部署は提示されなかったので、結局 退社した。そして、インディアナ州法に基づいて 失業給付金の申請を行ったが拒否された。その理由は、原告の失業が、受給の要件である「仕事に関して生じた正当理由」
good cause
に該当









see id. at 717-18 ） 。州による
信教の自由への制約が正当とされるのは、その制約が、やむにやまれぬ州利益を達成するための最も制限的でない手段であ ことが証明されている場合である。このことが意味するのは このような最高度の のみが、信教の自由への正当な主張を凌駕すこと できるということである（
see id. at 718 ） 。州法が、受給資格を制限している理由は、次の二つを避けるためである。第一
に、個人的理由で仕事をやめた者に受給を認め ならば、広範な失業者が生じて資金が足りなくなること、第二に、使用者は労働者の信仰について詳細に調べ ければならなくなること、が挙げられている。しかしなが 、失業給付金を受給するか 又は、信仰に忠実であるかのディレンマに悩む労働者の数が非常に多く これに受給を認める らば、広範 失業者を生じさせ と 証拠は存在しない。同様に、原告と同様の立 ている州において 使用者 よる労働者の信仰調査―そのこと自体問題があるが―が生じているとの証拠はな し、信仰を理由 して仕事をやめ 労働者の数 非常に多いため、使用 が労働者 宗教を調査していると考える理由はない（
see id. at 718-19 ） 。
　　
この事件では、州法による、失業給付金を受給するためには、失業が「正当理由」に基づくことが要件とされていたが、これに
「信仰」が含まれるのか問題になった。そして、州の説明は、州法の趣旨は「個人的な理由」から仕事をやめた労働者は救済されず、この理由には「信仰」も含まれるとし、したがって、信仰を理由 仕事 や た場合 は「正当理由」にはあたらず、受給資格は認められないとした。
　　
最高裁は、給付金の受給という世俗の利益と信仰との間にディレンマを生じさせていることを重視し、厳格な審査、すなわち、
やむにやまれぬ州利益を促進するために、信教の自由への制約は最小限度 とどめられているかどうか 審査するとした。そて、州利益として①広範な失業者の発生防止 ②使用者によ 労働者の宗教調査 防止 挙げられた。しかしなが 、これらの利益が「やむにやまれぬ政府 」に該当するのかどうか、 つ て 審査は十分ではない。 ぜ ば、 二つの政府利益がそもそも存在していない、との判断から結論が示されているからであ 。すなわち、 「ディレンマ」 生じて 失業者の数 多
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ロライナ州法に基づき、失業補償金の受給申請を行なったが、拒否された。そ 州法に れば、受 資格は、仕事の能力があって、就職可能
able to w
ork and available for w
ork
の場合に認められ、就職可能な適当な仕事が提供されているにもかかわらず、













1961 ） ） 。原告が受給できないのは専ら信仰が理由であ
り、信仰を捨てなければならない の圧力がはたらいているのは明らかである。この法律により、信仰に従い受給の利益を失うか、又は、仕事を受け入 て信仰を捨てるか、いずれかの選択が強いられているのである（
see Sherbert, 374 U






修正一条の自由の行使 禁止・抑制するならば支持できないということである。この事件では、政府に忠誠を誓うことを条件に免税されることが問題にな ていたが、この条件は無効とされた。こうした免税措置をとることは州の義務ではないが、 うした条件を示すことが、修正一条の表現の自由を不可避に抑制す とし （
see Sherbert, 374 U
.S. at 406 ） 。次に、この法律の受給資格制
限により得ら 、やむにやまれぬ州利益によっ 、原告の修正一条の権利へ 制限を正当化できるかが問題となる。この制限ともっともらしい州利益への合理的関連性が示されるだけでは不十分である（
see id. at 406 ） 。土曜の仕事は、宗教上禁止されてい
ると装う不届き者が、虚偽の受給申請を なうこと 失業補償 資金 減少し、また、使用者が日曜の仕事を手配するとを妨げられるとする。しかし これらは単にその可能性があるというだけ 、本件ではそ 可能性は てはまらない（






一般的に懸念され、したがって純粋に個人的な理由から仕 手にすること でき かった、又は できなくなっ 者を救済す意図は明らかに存在していない（
see id. at 419 ） 。州最高裁は、この明文の目的に従って法律を適用してきた。個人的な自由が宗
教上の核心か 生じてきた う事実は、この法律の州裁判所による適用とは全く無関係である。州が、その信仰を理由として原告を差別したとはいえない。原告の受給の利益が拒否されたのは 他のど 申請者も個人的な理由 仕事をしな ために受給資格を否定されているのと同 である（
see id. at 420 ） 。多数意見によると、州は、宗教的な動機のない者と宗教上の動機がある者
を区別して、後者に経済的な援助を行う義務があるこ な なが 宗教的 行為を選び出して特別な扱いをするこは、州に課せられた憲法上の限界 違反す 可能性 ある（











ent security, 489 U













see id. at 833 ） 。日曜
勤務が生活習慣となっている とは、正当な信教の自由の主張を凌駕する めの やむにやまれぬ州利益とはいえない。なぜなら、原告の主張が通 、日曜に労働者 雇用 き くなる 大きな流れが生じる、と 証拠はないからである 失業給付金の受給資格とし の「正当理由」に宗教上の理由が含まれるのか問題となる。最高裁は信仰を重視し これに該当するとの判例法を形成してきた、とした（




六三年）は、やむにやまれぬ政府利益テストを用 最初の事件 り、ヨーダ 事件（一九七二年） も テストが用い れているからである。この点について、スミス事件（一九九〇年）はこの二つ 事件を区別して るとの指摘がある すなわちシャーバート事件（一九六三年）で「やむにやまれぬ政府利益」テストが用い れているが、政府の失業対策 場面に限定さ個々的な適用除外の制度を設置している場合に、宗教上の理由をやむにやま ぬ理由 くしてこの適用除外から排除す とは許されないとした事件であり、ヨーダー事件（一九七二年）は 信教の自由だけでなく、自分の子供 教育す 親 権利も含まれていたとする。
See A
dam


























































See id. at 518.
（
39）　
See id. at 518.
（
40）　
See id. at 519.
（
41）　
See id. at 518.
（
42）　
See id. at 526.
（
43）　




See id. at 529.
（
45）　
See id. at 532.
（
46）　
See id. at 532-33.
（
47）　
See id. at 532-35.
（
48）　


















し一般的な立法を行う権限を認めていな 。州によ 、攻撃的な行為に対して救済を与える権限とは異なって 生命 自由、財産に関 て一般的な立法を行うこ は憲法に違反するとしている（
see B
oerne, 531 U
















.S. at 526-27 ） 。また、アダムスに



































See id. at 546-47. 
（
54）　




れる。しかしながら、連邦議会は修正一四条五項に基づいて、州による連邦憲法違反を救済し又はこれを防止する権限があるが、連邦議会が対処 ようとしたこと 、真に憲法違反であるのかの問題は 裁判所の問題である、とする。
See A







icks, supra note 10, at 566. またバーグは当初より、バーニィ
事件（一九九七年）以後もＲＦＲＡは連邦に適用される限りは有効であろうと指摘していた。
See B
















See id. at 433.
（
59）　





















お、信仰を理由に、保険税の支払い等を拒否できるのか問題と ることがある。こうした社会的システムが機能するためには、構成員全員の参加が重要であり、例外を認めることによりシステムの破たんをもたらす可能性があるだけに難しい判断が求められる。最高裁は、システムを維持するために信仰への付随的影響が及ん も、修正一条には違反 ないと判断する傾向がある。この点について詳細に検討され リー事件（一九八二年） （
U




ミッシュの信者であるが、農場主及び工務店主でもあり、何人かのアーミッシュの信者を雇用し いた。原告は、使用者に求められる社会保険税の支払い等を行っていなかった め、未納付の二万七千ドルの支払いを求められた。しかし、この社会保険税の支払いは、原告及びそ アーミッシュの労働者の修正一条の権利を侵害 として訴えを提起した。原審は、社会保険税 失業保険税を課すことを定める法律は、原告に適用される限りにおいて違憲である 判断 た。アーミッシュは、年長者及び貧窮者に施しを行わないことは罪とされて るので 国家 社会保障制度には宗教上反対しているとした。なお、この法律は適用除外条項 設け、その対象となるのは、宗教上、私的・公的保険の利益 享受を禁止され、そ 利益 享受に反対して る場合である。適用除外を受けるためには、全ての社会保険 利益を受ける権利を放棄すること 及び 宗教団体がその信者に対して十分な生活必需品を提供しているこ であ 。最高裁は本法律 違憲とする原審 判断 破棄した。法律の明文で定める適用除外は、自営業に限定されている。宗教 負担を課すことすべてが違憲とな わけではない。州 宗教上 自由を制約する場合に それを上回る政府利益 達成す のに不可欠
essential であることを示すことによって、これを正当化することができる（
see id. at 257-
58 ） 。社会保険制度は、全土にわたり包括的な保険システムにより、加入者に様々な利益を提供している。このシステムが機能す
るためには、使用者・労働者から 強制的 徴収が必要であり、強制的 加入を求め ことが 財政面 健全化す ため 不可欠であ 。任意の加入制度によっては、この安定性は掘り崩されてしまう（














.S. at 259 ） 。包括的な社会保険システムに、多様な宗教的信条からする数多くの例外を認めることは困難であ
る。所得税と異なって、法律の定めるプログラムを推進することのみに支出される、目的税だからである（









への援助を申請したが、援助を受けるための条件として、この援助プログラムを実施するために利用される社会保障番号 提供しなければならなかった。原告はその提供を拒否した その理由は、彼らの二歳 娘 社会保障番号を取得すること 彼らのネイティブ・アメリカンの宗教 違反するからである。その結果、子に対して支給さ る援助は打ち切られ、原告世帯に配られていた食糧切符のレベルは下げられ そこで原告は、修正一条 信教 自 により、社会保障番号提供の義務は免除され とし、その提供の命令の差止及びその他 救済を求めて訴えを提起した。原審は 社会保障番号が提供さ なくとも、効率よく虚偽を防止するシステムを維持する公共の利益は得られるとし、原告の娘 名前で発行された社会保障番号の使用 禁止し その提供を拒んでいることを理由として、原告へ 援助を拒んではな ないとした。最高裁は、この判断を破棄し差戻した。バーガー首席裁判官の意見（単独）は、先例は、信条は絶対的 保障を受けるが 行動についてはそうではないと 両者を区別してきたことを強調する（
see id. at 699 ） 。また、バーガー首席裁判官の意見（パウエルとレンキスト各裁判官加わる）は、政府との関わりの中での条
件を決定することを一方的に、自動的に決定する権利が、信仰の自由に与え れ い と いえず、宗教へ 負担すべ 違憲いうわけではない、 する（
see id. at 702 ） 。本件の社会保障番号の提供は、宗教的観点からみて完全に中立であり、一様に適用
されている。特 の宗教的信条を差別し、これを抑圧しようとす 議会の意図は い。本件の要件 援助申請 している者にディレンマをもたらすかもしれない。しか 制裁のおそれ ために 宗教上の行動 妨げられたり、また、信仰に反 行為を行うように積極的に強制されてはい むしろ 政府から 受けよう する 全て 者を拘束 ている条件 従うこと拒んでいるのは、原告であ







































.S. at 705-06 ） 。政府利益を確保するか、それとも信仰に固執するか、両者の選択を間接・付随的に求める政府規制は、信仰
に基づく活動に対して刑罰を科す政府活動とは完全に異なっている（
see id. at 706 ） 。政府は今日では広範な利益を提供している
が、同時に、ある種の条件や制限を必要とする複雑なプログラムにならざるを な 。ある状況では、個別的な考察のためのメカニズムが増大するが、全ての申請者 同じように扱いたいとの政府による政策判断、及び こうした条件や 限に対 、そ ぞれの宗教から真摯 反対していること ついて、ケース・バイ・ケースでは対応したくないと 政策判断にも 相当程度の敬譲がなさ るべきである（
see id. at 707 ） 。社会保障番号が、正当で重要な公衆の利益を促進していることは明らかである。この利益




see id. at 709-10 ） 。多元的な社会において多様な信仰が
あり、また、政府にそれが機能できるように十分な領域があたえられる必要性があることを前提とすると、付随的で中立的な制約が信教の自由行使に及んでいくことは避けられ い。立法政策として、利益付与 一般的中立的システムに宗教を受容することも可能であるかもしれないが、裁判所は立法の賢明さではなく、憲法上の限界点を問題にするのである。本件 お て、議会が原告に対して特別の適用除外を認めなかっ 信教の自由条項に違反 ない（
see id. at 712 ） 。
　　
以上のように、ボーエン事件（一九八六年）の多数意見は先例にもとづき信仰への中立・付随的規制は修正一条に違反しないと
するが、これに真っ向から反対するの オコナー裁判官である。多数意見は、そのルール 正当な公共 利益 促進する合理的な手段である とを政府が示している らば 文面上中 的 、一様 適用されるとする要件は支持されるとしてい しかし、このような基準は先例 根拠をもたな 。むしろ 長期にわたる判例は、格別に重要な利益を、狭く定めた手段によって追求されない限りは、正当な宗教活動は受容され け ばなら い、としてきた（
see id. at 727 ） 。福祉的利益を享受する見返りに、社会
保障番号を提供させ こと 宗教上の理由 ら反対す 、原告の娘をはじめとする一握りの者たちに、例外を認 ところで、福祉の利益をめぐる欺瞞に対応する政府の能力を減退させ ことにはならない（
see id. at 728 ） 。福祉利益の欺瞞を防止することは
明らかに「やむにやまれぬ」利益であるが、原告に番号提供の例外を認めない理由として 行政上 効率のみに言及 なされている（
see id. at 730 ） 。争われている利益が、正当な公共の利益を促進する合理的な手段であるかどうかについてのみ、最高裁は問
題としてきたわけでは 。多数意見が考えている は、適用除外を選び出すことの行政上 不便 の方が、個人 宗教活動への負担よりも重視されるべき、としているように思わ 。しかし、当裁判所は 宗教活動が相当程度 問題を提起してい りは、行政上の不便それだ 宗教活動への負担を正当化するの 十分であ とは考 てこ っ
see id. at 730-31 ） 。社会
保障番号を提供す ことに宗教上の理由から正当 反対し 者に 認めることが 福祉 を防止する やむにやまれぬ利益にとって害をなすことを政府は証明していない（




obby, 134 S. C




see id. at 2776 ） 。
（
63）　
See id. at 2778.
（
64）　
See id. at 2780.
（
65）　
See id. at 2783-84.
（
66）　
See id. at 2790.
（
67）　
See id. at 2803. 信仰を理由とする一般的義務の免除に関し、これが第三者に不利益をもたらすという見地から消極的にとらえ
ようとする考え方がある。
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て、ＲＵＬＩＡＰの適用対象 あ 施設の意味について次 よう 説明さ てい 。同法三条は施設
institution
に居住し、又は、




















ublic Schools, 503 U
.S. 60 （
1992 ） ）におい





が生じる。この点について、支出条項により、連邦議会はプログラム実施のための資金提供の条件として 州に、主権免責を放棄させることができるが、この放棄が明示されていない場合が問題で る。すなわち 支出条項に基づく法律は 連邦政府と連邦資金を受給してい 州と 間の契約と考えられ、州が任意で その内容を知った上でその条件を受け入れてい か 重要である 、私人からの訴訟に対して、州 主権免責を放棄することを契約の条件とするこ も許されるとしてい （
see id. at 1273 ） 。で




にしようとしている。リックスによれば、信者に対し その行為を直接に強制して従わせ ような重大 圧力がはたらいてい こと、監獄規則が、効果的に真摯な信仰を実行し難いも し こと 政府により特定 宗教上のアイテムが禁止さ により、宗教活動に っ 単なる不便以上 をもたらし いる場合としてい
See R

























たことを証明しなければならないが、そのためには、その宗教上の信条に反する圧力が真に加えられていることを示さねばならない。すなわち、囚人が宗教上の信条に反して行動し、一般的な利益を享受するか、それとも信仰に従うか、についての選択を強いられている 示 ねばならない。この点についての証明がなされると、今度は、政府側が、政府の活動は やむにやまれぬ利益に基づき、規制は最小限度であることの証明を果たさなければなら い、 した（
see id. at 575-76 ） 。本件においては、宗教上
の教義 つい 原告が沈黙してい ので、宗教活動へ 負担が相当程度であることが示されていない（
see id. at 576 ） 。単に宗教
活動への制限を主張す だけでは、その被った負担が相当程度であると 証明 ない 、また 同様に 真摯な宗教上の信条に関連する何らかの要求を行っているだけでは、この点 なされ とはいえ い。相当程度の負担というためには、何 の不便以上のも 、例えば儀式に用いる一定の用具 所持が認められず、宗教活動の核心が全部否定されたと う場合である（
see 







動機づけられた行為に参加すること 妨げられ こと、こ 二つに関して相当程度の圧力がかけら て ること、た えばホブソンの選択（提供されたも から選択 みで、実際にはえり好み き い ）を迫ることである している（








. 3d 807 （
2008 ） ）で
ある。合衆国刑務所局では、囚人の宗教上の理由からする食事の要望にこたえるために 上 指導者と相談 、刑務所内の三一の宗教団体からの要望すべてを、コストが許 限り認めようと るプランを設定した。まず、メイン・ライン コモン・フェ
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アの二つのコースが提供され、前者にはホット・バーがあり、ここから自分で肉なしのベジタリアンを選ぶことができる。後者の料理はコッシャーであり、これを選択すると からは選ぶ とはできず、サラダ・バーから補充するか、又は、売店から購入することになる。原告は、宗教が命ず 食事ができないとして ＲＬＵＩＰＡ等の侵害があるとして訴えを提起したが 規則によって、信仰の実践のために経済的な負担が増大しても、そのことだけでは相当程度の負担には当らないとするのが先例の考え方であるとして、請求は棄却された。更に、囚人の長髪は、たとえ真摯な信仰に基づくとしても、物品の違法な持ち込みや逃亡の助けになるとし これを禁止しても合憲とさ ること 多いよう あるが、この点 ついて宗教間で差別するこ は許されないとしたのがグレイソン対シュラー事件（第七巡回区控訴裁・二〇一二年） （
G
rayson v. Schuler, 666 F
.3d 450 （
2012 ） ）である。イ
リノイ州 囚人は、保安上の問題 生じ い限り、自分の髪を望む さにすることは認められていたが、原告 ドレッドロックは切るように命じられた。Ａ宗派は の髪型を認められているが、原告はＡで なくＢ宗派であり、この宗派におい は宗教上レッドロック すること 求め れ いないからと説明された。確かに、真摯な信仰からの長髪に 禁止の例外を認めることがある。しかし、Ａ宗派に認めて Ｂ に認めないというのは理由がない。異端者も 教の自由を有 信仰 、真摯なも であることによって修正一条によって保護されるが 正統派の宗教 る必要は い した（
see id. at 453-54 ） 。この点については、
最高裁においても支持されてい との指摘があ 。
See R
icks, supra note 10, at 548. なお、信仰が真摯なものであるかどうかの認
定を行うことは重要であ が、知られていない、不人気な宗教を信仰してい 場合 は 信 不利益な判断 なされうると 指摘がある。
See L
ipu, supra note 14, at 954. 更に、州は、憲法上、信仰を理由とする義務の免除を認める必要はないが、いったん
そうした免除を認めたならば、宗教間で不公平な取扱 をす こと 許され と る
See K
illm











判昭和四五年九月一六日民集二四巻一〇号一四一〇頁を挙げることができる この事件は 未決 在監者の喫煙の自由 規制する
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旧監獄法施行規則「在監者ニハ…煙草ヲ用ウルコトヲ許サス」は、憲法一三条に違反しないとされた事件である。まず、未決在監者の身体拘束の目的が、逃亡・罪証隠滅の防止にあり、刑事訴訟法に根拠を有する適法なものであることを確認す 次に このことにより、単に身体の自由のみならず、そ 他の自由に対しても、合理的制限を加えること やむを得ないとしてい その理由は「多数 被拘禁者を収容し これを集団として管理する あたり、その秩序を維持し、正常 状態を保持するよう配慮する必要がある」からである。そこで、問題になるのは いかなる への、どのような制約が合理的であり、この点を裁判所はいかにして判断していくかということである。これについて最高裁は①「制限 必要性の程度」 、②「制限される基本的人権の内容」 、③「具体的制限の態様」を較量して決せられるとしている。本件では、①は「火災発生のおそれ」及び「通謀のおそれ」をあげ、②は喫煙の自由は「憲法一三条 保障する基本 人権 一に含まれるとしても、あらゆる時 所 おいて保障されなければならないものではない」とし、③については「喫煙の禁止は、相当の精神的苦痛を感ぜしめるに …人体に直接障害を与え」ない、した上で、これらを「総合考察すると…喫煙 止という程度 自由 制限は、必要かつ合理的」であるとしている。この最高裁考え方は、まず、喫煙の自由の性質について、これが憲法上保障さ て るか 別として 一定の場合に制約されう ことを前提にし、その行為が火災発生 おそれ等をもた すことを強調す こと よって、制限 性が ることを指摘する。次に、制約の程度について 喫煙が全面的に禁止されて ることを検討するよりも、在監者の自由全体において喫煙の自由を位置付け、れを禁止しても制約の程度 はだしいものではな としている。このように、最高裁は、 「目的」 やむにやまれぬ政府利益を促進するものであるかかどうか 及び「目的」達成の めに より制限的でない「手段」が可能であ を問う 厳格な審査方法を用いていない。 かし、あえて審査基準 あてはめて考察すると、 「火災の防止」という「目的」は「やむに まれぬ政府利益」にあたり、喫煙禁止という「手段」 目的達成 「 理的 関連」 える。しかし、喫煙の 面禁止 、憲法で保障される「自由」に「相当程度の負担」を及ぼし、そ 制約 「他 、より制限的でな 手段 も達成 き ついては問うところがない。すなわち「監獄の現在の施設およ 管理態勢」 前提 、 の全面規制は必要 合理 であると 喫煙室等の設置がないことを「より制限的でない という観点から問題視して な 。 事件 憲法上の根拠が必ず も明確でない、喫煙の自由 問題になって た特殊 事件であったかも れない。しかし最高裁は、新聞紙 閲読 という 思想
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の自由や表現の自由から派生する自由への制約が問題になった事件においても、この最大判昭和四五年の考え方を踏襲している。最大判昭和五八年六月二二日民集三七巻五号七九三頁は「よど号ハイジャック記事抹消事件」と呼ばれ、未決在監者が自身で購入した新聞紙等への検閲・新聞記事の抹消が問題になっている。最高裁は、まず、未決の在監者が身体の拘束を受け、同時に、その他の自由にも制約が及びうることについて前記・最大判昭和四五年をほぼその ま引用する。そ 上で、新聞紙等の閲読の自由が思想の自由・表現 「派生原理」とし 導かれるとしつつも、これらへの「制限が絶対に許されないも とすることはできず、それぞれの場面において、これに優越する公共の利益のための必要性から、一定 合理的制限を受けることがあることもやむをえない」とする。何が、合理的制限にあたる については、監獄内 「規律及び秩序が害される一般的 抽象的なおそれ」が存在するだけでは足りず、 「監獄内の規律及び秩序の維持上放置するこ できない程度の障害が生 相当 蓋然性」が存在し、制限の程度として許容さ るのは「障害発生の防止のため 必要かつ合理的 範囲」としている。ポイントとな のは、在監者「閲読の自由」も「原則として一般市民としての自由」として保障されるため、その制約のためには「監獄内の規律及び秩序の維持…の目的を達 ために真に必要と認められる限度」としている。この事件が前記・最大判昭和四五年と異なる点は、規律・秩序への障害のおそれを「一般的・抽象的」で なく「相当 蓋然性」が存在することを必要とし、 「障害」についても「放置することのできない程度の障害」 たこ であ 。こうした考え方の違いは、 「喫煙」と「閲読」 自由の憲法上の位置づけの違いからもたらされて るように思われるが、更に、 「放置すること できない程度の相当の蓋然性」について 、 「被拘禁者の性向行状、監獄内 管理、保安の状況、当該新聞紙の内容その他の具体的状況」 基づ て判断され とする。 高裁 、在監者「閲読の自由」を制限するためには、 「相当の蓋然性」と「真に必要性」を「具体的な事情」から判断するとし、この点 ついての判断には所長の裁量を認めている。すなわち 監獄内の実情に通暁し 直接そ 衝 監獄 長による個個 場合の具体的状況のもと おける裁量的判断にまつ」必要があるとして る。そ 結果、裁 所は 所長 判断 合理的根拠 あ かどうか を審査するこ なる。つまり「障害発生 相当 蓋然性があるとした長 定 な根拠があり そ 防止のため 当該制限措置が必要であるとした判断に合理性が認められるか」 判断す であ したがって、表現 自由が問題となってい もかかわらず、 「閲読の自由」制限 目 が、やむにやまれぬ政府利益を追求するも ある かどうか、及び、用いられ 制限方法
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かったので、宗教活動の自由を侵害されたと主張した。被告は、こ 要求は宗教上 信条に動機づけられたものではな と考えたが、神が満たしている場所と並行して存在している場所を占め 究極 問題を扱うと は、そ 者 宗教 表してい 。無神論 宗教であり得ることは、既に当裁判所が示してきたところである（





.S. 488, 495 （
1961 ） ） 。しかし、本件においては信教の自由へ
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のではなく、 「目的」達成のために一定の宗教活動が規制されても、なお、他 宗教活動を行なう余地が残されて かどうかを
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も問題としている。本件では、刑務作業の時間を除けば、祈りや討論のために集会することへの制限はなく、州から派遣される導師の刑務所への出入りは自由 ある。豚肉が食事のメニューにある場合には、別のものが提供され、一カ月に及ぶ断食と祈りのラマダンには、毎朝四時の起床で朝食、八時半の夕 が提供される等、特別の配慮がなされてい 。こ らの他の手段があるので、ジュ への制限は合理的であ 、としてい （
see O
lʼone, 482 U





がある場合にのみ認められ、妊娠 非嫡出子の出生がこれにあたるとされていたが 最高裁によりこの規制は違憲と た。どような状況の下で婚姻が許さ るかについ 規制を行うことは許され が、これをほぼ全面的に禁止することは、正当な刑罰目的の達成に合理的に関連していないとされた（
see T
urner v. Safley, 482 U
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に許容してしまうと、刑務官 他 囚人、及び、施設の予算配分に影響が及ぶこと。その権利行使を許容するこ によって、他の囚人や職員に深刻な波及効果を及ぼすならば 裁判所は職員の判断に敬譲を払わなければならない。最後に ④
 代替手段が即座
に用意されないということは その規則が合理的であること 証拠である。簡単に代替手段が見つかること 規則が合理的ではなく、監獄が抱えて る問題に誇張した反応を示していることの証拠 あ 。しかし この は「最も制限的でない手段」テストとは異なる。職員は、憲法上の主張を許容するために考えられる ありと らゆる代替手段を確立し、及び否定する必要はない
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（see id. at 89-91 ） 。しかし、この合理的関連性の基準を用いることについては、四名の裁判官が反対していることに注目すべきで
ある。所長が保安上の問題があると想像しさえすれば囚人の憲法上の権利を無視することが可能になってしまうからである。
See 
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